
地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整理等に関する規則をここに公布する。

平成19年３月30日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第28号

地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整理等に関する規則

（知事の職務代理者を定める規則の一部改正）

第１条 知事の職務代理者を定める規則（平成12年鳥取県規則第94号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（趣旨） （趣旨）

第１条 この規則は、地方自治法（昭和22年法律第67号） 第１条 この規則は、地方自治法（昭和22年法律第67号）

第152条第３項の規定に基づき、知事の職務を代理する 第152条第３項の規定に基づき、知事の職務を代理する

上席の職員を定めるものとする。 上席の事務吏員を定めるものとする。

（上席の職員） （上席の事務吏員）

第２条 地方自治法第152条第３項の規定により知事の職 第２条 地方自治法第152条第３項の規定により知事の職

務を代理する上席の職員は、総務部長又は企画部長の職 務を代理する上席の事務吏員は、総務部長又は企画部長

にある職員とし、その代理する順序は、総務部長、企画 の職にある事務吏員とし、その代理する順序は、総務部

部長の順序とする。 長、企画部長の順序とする。

（地方税法第396条第２項の規定による県職員の身分を証明する証票規則の一部改正）

第２条 地方税法第396条第２項の規定による県職員の身分を証明する証票規則（昭和27年鳥取県規則第56号）

の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

鳥取県固定資産評価職員証票規則 地方税法第396条第２項の規定による県職員の身分

を証明する証票規則

地方税法（昭和25年法律第226号）第396条第３項に規定 地方税法第396条第２項の規定による県職員の身分を証

する県職員の身分を証する証票は、別記様式によるものと する証票の様式を次のように定める。

する。

様式を次のように改める。

別記様式



第 号

固定資産評価職員証票

鳥取県職員

氏 名

年 月 日交付

鳥取県知事 印

（鳥取県債権管理事務取扱規則の一部改正）

第３条 鳥取県債権管理事務取扱規則（昭和39年鳥取県規則第16号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（徴収職員） （徴収吏員）

第７条 略 第７条 略

２ 前項の規定により滞納処分を行う職員は、これを徴収 ２ 前項の規定により滞納処分を行なう職員は、これを徴

職員という。 収吏員という。

第８条 前条の徴収職員は、本庁の徴収職員にあっては出 第８条 前条の徴収吏員は、本庁の徴収吏員にあっては出

納員に、出納機関の徴収職員にあっては分任出納員にそ 納員に、出納機関の徴収吏員にあっては分任出納員にそ

れぞれ任命されたものとみなす。 れぞれ任命されたものとみなす。

２ 滞納に係る歳入金の収納に関する事務は、徴収職員が ２ 滞納に係る歳入金の収納に関する事務は、徴収吏員が

行う。 行なう。

（徴収職員の証票） （徴収吏員の証票）

第９条 徴収職員は、その職務を執行するときは、その身 第９条 徴収吏員は、その職務を執行するときは、その身

分を示す証票（様式第３号）を携帯し、関係人の請求が 分を示す証票（様式第３号）を携帯し、関係人の請求が

あったときは、これを提示しなければならない。 あったときは、これを呈示しなければならない。

２ 徴収職員は、その資格を失ったときは、速やかに前項 ２ 徴収吏員は、その資格を失ったときは、すみやかに前

の証票を知事又は出納機関の長に返納しなければならな 項の証票を知事又は出納機関の長に返納しなければなら

い。 ない。

３ 徴収職員は、第１項の証票の記載事項に異動を生じた ３ 徴収吏員は、第１項の証票の記載事項に異動を生じた

ときは、速やかにその旨を知事又は出納機関の長に届け ときは、すみやかにその旨を知事又は出納機関の長に届

出て身分証票の書換え交付を受けなければならない。 け出て身分証票の書換え交付を受けなければならない。

様式第３号（第９条関係） 様式第３号（第９条関係）

（縦50㎜横80㎜） （縦50㎜横80㎜）

第 号 略 第 号 略



所属 所属

職 氏名 職 氏名

県税外収入金徴収職員証 県税外収入金徴収吏員証

年 月 日交付 年 月 日交付

鳥取県知事 氏 名 印 鳥取県知事 氏 名 印

(出納機関の長) (出納機関の長)

（裏面） （裏面）

（鳥取県統計調査条例施行規則の一部改正）

第４条 鳥取県統計調査条例施行規則（平成12年鳥取県規則第20号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

様式第２号（第31条関係） 様式第２号（第31条関係）

表面 表面

略 略

裏面 裏面

鳥取県統計調査条例（抜粋） 鳥取県統計調査条例（抜粋）

第６条 調査に従事する地方公共団体の職員又は調査員 第６条 調査に従事する地方公共団体の吏員又は調査員

は、調査資料の提供を求め、又は関係者に対し質問を は、調査資料の提供を求め、又は関係者に対し質問を

することができる。この場合には、知事の発行する職 することができる。この場合には、知事の発行する職

務に関する証票を示さなければならない。 務に関する証票を示さなければならない。

第10条 略 第10条 略

（照会及び連絡先） （照会及び連絡先）

（生活保護法施行細則の一部改正）

第５条 生活保護法施行細則（昭和28年鳥取県規則第70号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

様式第10号（第２条関係） 様式第10号（第２条関係）

医療券交付処理簿 医療券交付処理簿

（ 年 月分） （ 年 月分）

受交 診 ケ 受居 受 診 単 単 有 本 交 交 受 備 受交 診 ケ 受居 受 診 単 単 有 本 交 交 受 備

給 付 療 ー 療 住 療 療 独 給 効 人 付 付 領 考 給 付 療 ー 療 住 療療 独 給 効 人 付 付 領 考



者 年 月 ス 者 町 機 別 ・ ・ 期 支 方 職 印 者 年 月 ス 者 町 機 別 ・ ・ 期 支 方 吏 印

番 月 番 氏 村 関 併 併 間 払 法 員 番 月 番 氏 村 関 併 併 間 払 法 員

号 日 号 名 名 名 用 給 額 印 号 日 号 名 名 名 用 給 額 印

略 略

様式第11号（第２条関係） 様式第11号（第２条関係）

介護券交付処理簿 介護券交付処理簿

（ 年 月分） （ 年 月分）

受交 受 世 保 被 受 住介 介 サ 単 有 本 交 備 受交 受 世 保 被 受 住介 介 サ 単 有 本 交 備

給 付 給 帯 険 保 給 所 護 護 ー 併 効 人 付 考 給 付 給 帯 険 保 給 所 護 護 ー 併 効 人 付 考

者 年 月 員 者 険 者 機機 ビ 期 支 職 者 年 月 員 者 険 者 機機 ビ 期 支 吏

番 月 番 番 者 氏 関 関 ス 間 払 員 番 月 番 番 者 氏 関 関 ス 間 払 員

号 日 号 号 番 名 名 コ 種 額 印 号 日 号 号 番 名 名 コ 種 額 印

号 ー 類 号 ー 類

ド ド

略 略

（災害救助法施行細則の一部改正）

第６条 災害救助法施行細則（昭和35年鳥取県規則第10号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を

加える。

改 正 後 改 正 前

（所有者、占有者の立会） （所有者、占有者の立会）

第８条 規則第２条第３項の規定により当該職員が受領調 第８条 規則第２条第３項の規定により当該吏員が受領調

書を作成する場合は、その物資の所有者又は権限に基づ 書を作成する場合は、その物資の所有者又は権限に基づ

いてその物資を占有する者（以下「占有者」という。） いてその物資を占有する者（以下「占有者」という。）

を立ち会わせなければならない。ただし、やむを得ない を立ち会わせなければならない。ただし、やむを得ない

場合においては、この限りでない。 場合においては、この限りでない。

２ 略 ２ 略

（立入検査証票） （立入検査証票）

第15条 法第27条第４項の規定により、当該職員が立入検 第15条 法第27条第４項の規定により、当該吏員が立入検

査を行う場合に携帯すべき証票は、様式第11号により作 査を行なう場合に携帯すべき証票は、様式第11号により

成しなければならない。 作成しなければならない。

様式第１号（第６条関係） 略 様式第１号 略

様式第１号の２（第６条関係） 略 様式第１号の２ 略

様式第１号の３（第６条関係） 略 様式第１号の３ 略



様式第１号の４（第６条関係） 略 様式第１号の４ 略

様式第２号（第６条関係） 略 様式第２号 略

様式第３号（第６条関係） 略 様式第３号 略

様式第４号（第６条関係） 略 様式第４号 略

様式第５号（第８条関係） 様式第５号

受 領 調 書 受 領 調 書

収用（使用）する物資を下記のとおり受領した。 収用（使用）する物資を下記のとおり受領した。

年 月 日 年 月 日

受領者 鳥取県職員 受領者 鳥取県事務（技術）吏員

氏名 印 氏名 印

立会人 物資所有者（占有者） 立会人 物資所有者（占有者）

氏名 印 氏名 印

記 記

１～５ 略 １～５ 略

様式第６号（第９条関係） 略 様式第６号 略

様式第７号（第10条関係） 様式第７号

（表面） 略 （表面） 略

(裏面) (裏面)

公用令書の交付を受けた者の心得 公用令書の交付を受けた者の心得

１ 公用令書（以下「令書」という｡）の交付を受けた １ 公用令書（以下「令書」という｡）の交付を受けた

者は、この令書を携帯し、指定の日時に指定の場所に 者は、この令書を携帯し、指定の日時に指定の場所に

出頭し、当該職員に届け出ること。 出頭し、当該吏員に届け出ること。

２～５ 略 ２～５ 略

様式第８号（第10条関係） 略 様式第８号 略

様式第９号（第10条関係） 略 様式第９号 略

様式第10号（第14条関係） 略 様式第10号 略

様式第11号（第15条関係） 様式第11号

（表面） 略 （表面） 略

(裏面) (裏面)

略 災害救助法抜すい 略 災害救助法抜すい

（立入検査） （立入検査）

第27条 前条第１項の規定 第27条 前条第１項の規定



により施設を管理し、土 により施設を管理し、土

地、家屋若しくは物資を 地、家屋若しくは物資を

使用し、物資の保管を命 使用し、物資の保管を命

じ、又は物資を収用する じ、又は物資を収用する

ため必要があるときは、 ため必要があるときは、

都道府県知事は、当該職 都道府県知事は、当該吏

員に施設、土地、家屋、 員に施設、土地、家屋、

物資の所在する場所又は 物資の所在する場所又は

物資を保管させる場所に 物資を保管させる場所に

立ち入り検査をさせるこ 立ち入り検査をさせるこ

とができる。 とができる。

② 都道府県知事は、前条 ② 都道府県知事は、前条

第１項の規定により物資 第１項の規定により物資

を保管させた者から、必 を保管させた者から、必

要な報告を取り、又は当 要な報告を取り、又は当

該職員に当該物資を保管 該吏員に当該物資を保管

させてある場所に立ち入 させてある場所に立ち入

り検査をさせることがで り検査をさせることがで

きる。 きる。

③ 略 ③ 略

④ 当該職員が第１項又は ④ 当該吏員が第１項又は

第２項の規定により立ち 第２項の規定により立ち

入る場合は、その身分を 入る場合は、その身分を

示す証票を携帯しなけれ 示す証票を携帯しなけれ

ばならない。 ばならない。

様式第12号（第16条関係） 略 様式第12号 略

様式第13号（第17条関係） 略 様式第13号 略

（鳥取県児童福祉法施行細則の一部改正）

第７条 鳥取県児童福祉法施行細則（平成３年鳥取県規則第20号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削

り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

様式第13号（第11条関係） 様式第13号（第11条関係）

（表面） （表面）

縦10センチメートル横８センチメートル

略 略



（裏面） （裏面）

児童福祉法（抄） 児童福祉法（抄）

第29条 都道府県知事は、前条の規定による措置をと 第29条 都道府県知事は、前条の規定による措置をと

るため、必要があると認めるときは、児童委員又は るため、必要があると認めるときは、児童委員又は

児童の福祉に関する事務に従事する職員をして、児 児童の福祉に従事する吏員をして、児童の住所若し

童の住所若しくは居所又は児童の従業する場所に立 くは居所又は児童の従業する場所に立ち入り、必要

ち入り、必要な調査又は質問をさせることができる。 な調査又は質問をさせることができる。この場合に

この場合においては、その身分を証明する証票を携 おいては、その身分を証明する証票を携帯させなけ

帯させなければならない。 ればならない。

（歯科技工士法施行細則の一部改正）

第８条 歯科技工士法施行細則（昭和32年鳥取県規則第24号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下この条において「移動条」という。）に対応する

同表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下この条において「移動後条」という。）が存在する場

合には、当該移動条を当該移動後条とし、移動後条に対応する移動条が存在しない場合には、当該移動後条（以

下この条において「追加条」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条の表示を除く。以下この条において「改正部分」という。）

に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条の表示及び追加条を除く。以下この条において「改正

後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後

部分が存在しない場合には、当該改正部分を削る。

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた分を次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、歯科技工士法（昭和30年法律第168号。

以下「法」という。）、歯科技工士法施行令（昭和30年政

令第228号。以下「政令」という。）及び歯科技工士法施

行規則（昭和30年厚生省令第23号。以下「省令」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（技工所開設届） （技工所開設届）

第２条 法第21条第１項の規定による技工所開設届は、第 第１条 歯科技工士法（昭和30年法律第168号。以下「法」

１号様式による。 という。）第21条第１項の規定による技工所開設届は、第

１号様式による。

（開設届出事項変更届） （開設届出事項変更届）

第３条 略 第２条 略

（休止届等） （休止、廃止、再開届）

第４条 略 第３条 略



（当該職員の証） （当該吏員の証）

第５条 法第27条第２項の規定による当該職員の証票は、 第４条 法第27条第２項の規定による当該吏員の証票は、

第５号様式による。 第５号様式による。

（書類の提出部数及び経由） （書類の提出部数及び経由）

第６条 法、政令又は省令の定めるところにより提出する 第５条 法、歯科技工士法施行令（昭和30年政令第228号）

書類は、厚生労働大臣に提出するものにあっては正本を 又は歯科技工士法施行規則（昭和30年厚生省令第23号）

１部、副本を２部、知事に提出するものにあっては正本 の定めるところにより提出する書類は、厚生労働大臣に

を１部、副本を１部とし、住所地又は業務に従事する場 提出するものにあっては正本を１部、副本を２部、知事

所を管轄する保健所長を経由しなければならない。 に提出するものにあっては正本を１部、副本を１部とし、

住所地又は業務に従事する場所を管轄する保健所長を経

由しなければならない。

第５号様式（第４条関係） 第５号様式（第４条関係）

（表面） （表面）

12センチメートル

第 号 第 号

歯科技工士法第27条第 職 氏 名

２項の規定による身分証 写 ８ 年 月 日生

明書 セ 写 真

ン 歯科技工士法第27条

氏 名 真 チ の規定による当該吏員

年 月 日生 メ の証

ー

印

年 月 日発行 ト 年 月 日

ル

鳥取県 印 職 氏名 印

（裏面） （裏面）

歯科技工士法抜粋 歯科技工士法抜粋

第27条 都道府県知事は、必要があると認めるときは、 第27条 都道府県知事は、必要があると認めるときは、

歯科技工所の開設者若しくは管理者に対し、必要な 歯科技工所の開設者若しくは管理者に対し、必要な

報告を命じ、又は当該職員に、歯科技工所に立ち入 報告を命じ、又は当該吏員に、歯科技工所に立ち入

り、その清潔保持の状況、構造設備若しくは指示書 り、その清潔保持の状況、構造設備若しくは指示書

その他の帳簿書類を検査させることができる。 その他の帳簿書類を検査させることができる。

２ 前項の規定によつて立入検査をする当該職員は、 ２ 前項の規定によつて立入検査をする当該吏員は、

その身分を示す証明書を携帯し、かつ、関係人の請 その身分を示す証明書を携帯し、かつ、関係人の請

求があるときは、これを提示しなければならない。 求があるときは、これを提示しなければならない。

３ 略 ３ 略



（鳥取県青少年問題協議会規則の一部改正）

第９条 鳥取県青少年問題協議会規則（昭和28年鳥取県規則第87号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下この条において「移動条」という。）に対応する

同表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下この条において「移動後条」という。）が存在する場

合には、当該移動条を当該移動後条とし、移動条に対応する移動後条が存在しない場合には、当該移動条（以

下この条において「削除条」という。）を削り、移動後条に対応する移動条が存在しない場合には、当該移動

後条（以下この条において「追加条」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条の表示及び削除条を除く。以下この条において「改正部分」

という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条の表示及び追加条を除く。以下この条にお

いて「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応

する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場

合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この規則は、鳥取県青少年問題協議会設置条例（昭

和28年鳥取県条例第46号）第１条の規定により設置され

た鳥取県青少年問題協議会（以下「協議会」という。）

に関し必要な事項を定めるものとする。

（専門委員） （専門委員）

第２条 協議会の専門委員は、当該専門事項に関する調査 第１条 専門委員は、当該専門事項に関する調査を終了し

を終了したときは、解任されるものとする。 たときは解任されるものとする。

（幹事） （幹事）

第３条 協議会に幹事若干人を置く。 第２条 鳥取県青少年問題協議会（以下「協議会」という。）

に幹事若干人を置く。

２～４ 略 ２～４ 略

（書記）

第３条 協議会に書記若干人を置き、県吏員のうちから知

事が任命する。

２ 書記は会長の命を受け庶務に従事する。

（委任） （委任）

第４条 この規則に定めるものを除くほか、協議会の運営 第４条 この規則に定めるものを除く外、協議会の運営に

に関して必要な事項は、会長が定める。 関して必要な事項は、会長が定める。

（農業協同組合検査規則の一部改正）

第10条 農業協同組合検査規則（昭和37年鳥取県規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を



加える。

改 正 後 改 正 前

（趣旨） （趣旨）

第１条 農業協同組合法（昭和22年法律第132号）第94条の 第１条 農業協同組合法（昭和22年法律第132号）第94条の

規定により農業協同組合、農業協同組合連合会又は農業 規定により農業協同組合、農業協同組合連合会又は農業

協同組合中央会（以下「組合」と総称する。）に対して知 協同組合中央会（以下「組合」と総称する。）に対して知

事（鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32 事が行なう検査（以下「検査」という。）は、法令に定め

号）第６条第１項の規定により知事の権限に属する事務 のあるもののほか、この規則の定めるところによる。

が委任されている場合にあっては、当該委任を受けた鳥

取県行政組織条例（平成６年鳥取県条例第５号）第13条

第２項に規定する総務部長又は鳥取県行政組織規則（昭

和39年鳥取県規則第13号）第６条の規定により設置され

た総務課の長。以下同じ。）が行う検査（以下「検査」と

いう。）は、法令に定めのあるもののほか、この規則の定

めるところによる。

（検査権の行使） （検査権の行使）

第３条 検査は、知事が指名した職員（以下「検査員」と 第３条 検査は、知事が指名した事務吏員又は技術吏員（以

いう。）が行うものとする。ただし、検査員でない者を検 下「検査吏員」という。）が行なうものとする。ただし、

査員の補助員としてその検査に従事させることができる。 検査吏員でない者を検査吏員の補助員としてその検査に

従事させることがある。

（証票の携帯提示） （証票の携帯提示）

第８条 検査員は、検査を行うときは、その身分を示す証 第８条 検査吏員は、検査を行うときは、その身分を示す

票（別記様式）を携帯し、かつ、関係人の請求があった 証票（別記様式）を携帯し、かつ、関係人の請求があっ

ときは、これを提示しなければならない。 たときは、これを提示しなければならない。

（組合員等との照査） （組合員等との照査）

第11条 検査員は、検査に当たって、特に必要があると認 第11条 検査吏員は、検査にあたって、特に必要があると

める場合において、組合員、会員その他取引先、退職し 認める場合において、組合員、会員その他取引先、退職

た役職員又はその他の関係者に対し、任意の説明、答弁 した役職員又はその他の関係者に対し、任意の説明、答

又は関係資料の提出を求めることができる。 弁又は関係資料の提出を求めることができる。

（検査の取りやめ等） （検査の取りやめ、中止）

第12条 検査員は、次の各号のいずれかに該当するときは、 第12条 検査吏員は、次の各号の一に該当するときは、検

検査を取りやめ、又は中止することができる。 査を取りやめ又は中止することができる。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

２ 前項の場合において、検査を取りやめ、又は中止しよ ２ 前項の場合において、検査を取りやめ又は中止しよう

うとするときは、検査員は、直ちに知事にその旨を報告 とするときは、検査吏員は、ただちに知事にその旨を報

して、その指揮を受けなければならない。 告して、その指揮を受けなければならない。

（品位の保持） （品位の保持）

第13条 検査員は、検査に当たっては常に品位を保持し、 第13条 検査吏員は、検査にあたっては常に品位を保持し、



検査に対する信頼を高めるよう努めなければならない。 検査に対する信頼を高めるように努めなければならない。

（検査講評） （検査講評）

第14条 検査員は、検査を終了したときは、知事が特に指 第14条 検査吏員は、検査を終了したときは、知事が特に

示する場合のほか、常例として、理事又は清算人及び監 指示する場合のほか、通常理事（又は清算人）及び監事

事の参集を求めて、検査によって明らかとなった事項に の参集を求めて、検査によって明らかとなった事項につ

ついて講評を行わなければならない。 いて講評を行わなければならない。

（検査終了後の措置） （検査終了後の措置）

第15条 検査員は、検査終了後速やかに次に掲げる書類を 第15条 検査吏員は、検査終了後速やかに次の書類をもっ

もって検査報告書を作成し、知事に提出しなければなら て検査報告書を作成し、知事に提出しなければならない。

ない。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

２及び３ 略 ２及び３ 略

（秘密の保持） （秘密の保持）

第17条 検査員は、検査に当たって知ることのできた秘密 第17条 検査吏員は、検査に当たって知ることのできた秘

を漏らしてはならない。 密を漏してはならない。

別記様式（第８条関係） 別記様式（第８条関係）

8.5㎝ 8.5㎝

農業協同組合検査員証 農業協同組合検査吏員証

第 号 第 号

職 氏 名 職 氏 名

年 月 日生 年 月 日生

６ 上記の者は農業協同組合法第94条による 写真ち ６ 上記の者は農業協同組合法第94条による 写真ち

㎝ 検査員であることを証明する。 ょう付 ㎝ 検査吏員であることを証明する。 ょう付

年 月 日 年 月 日

鳥取県知事 氏 名 印 鳥取県知事 氏 名 印

（森林組合検査規則の一部改正）

第11条 森林組合検査規則（平成８年鳥取県規則第51号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を

加える。

改 正 後 改 正 前

（趣旨） （趣旨）

第１条 森林組合法（昭和53年法律第36号）第111条の規定 第１条 森林組合法（昭和53年法律第36号）第111条の規定



により森林組合及び森林組合連合会（以下「組合」と総 により森林組合及び森林組合連合会（以下「組合」と総

称する。）に対して知事（鳥取県事務処理権限規則（平成 称する。）に対して知事が行う検査（以下「検査」という。）

８年鳥取県規則第32号）第６条第１項の規定により知事 は、法令に定めるもののほか、この規則の定めるところ

の権限に属する事務が委任されている場合にあっては、 による。

当該委任を受けた鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取県

条例第５号）第13条第２項に規定する総務部長又は鳥取

県行政組織規則（昭和39年鳥取県規則第13号）第６条の

規定により設置された総務課の長。以下同じ。）が行う検

査（以下「検査」という。）は、法令に定めるもののほか、

この規則の定めるところによる。

（検査の実施） （検査の実施）

第３条 検査は、知事が指名した職員（以下「検査員」と 第３条 検査は、知事が指名した事務吏員又は技術吏員（以

いう。）が行うものとする。ただし、検査員でない者を検 下「検査吏員」という。）が行うものとする。ただし、検

査員の補助員としてその検査に従事させることができる。 査吏員でない者を検査吏員の補助員としてその検査に従

事させることがある。

（証票の携帯提示） （証票の携帯提示）

第８条 検査員は、検査を行うときは、その身分を示す証 第８条 検査吏員は、検査を行うときは、その身分を示す

票（別記様式）を携帯し、かつ、関係人の請求があった 証票（別記様式）を携帯し、かつ、関係人の請求があっ

ときは、これを提示しなければならない。 たときは、これを提示しなければならない。

（組合員等との照査） （組合員等との照査）

第11条 検査員は、検査に当たって、特に必要があると認 第11条 検査吏員は、検査に当たって、特に必要があると

める場合は、組合員、当該森林組合が会員となっている 認める場合は、組合員、当該森林組合が会員となってい

森林組合連合会その他の取引先、退職した役職員又はそ る森林組合連合会その他の取引先、退職した役職員又は

の他の関係者に対し、任意の説明、答弁又は関係資料の その他の関係者に対し、任意の説明、答弁又は関係資料

提出を求めることができる。 の提出を求めることができる。

（検査の取りやめ等） （検査の取りやめ等）

第12条 検査員は、次の各号のいずれかに該当するときは、 第12条 検査吏員は、次の各号の一に該当するときは、検

検査を取りやめ、又は中止することができる。 査を取りやめ、又は中止することができる。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

２ 前項の場合において、検査を取りやめ、又は中止しよ ２ 前項の場合において、検査を取りやめ、又は中止しよ

うとするときは、検査員は、直ちに知事にその旨を報告 うとするときは、検査吏員は、直ちに知事にその旨を報

して、その指揮を受けなければならない。 告して、その指揮を受けなければならない。

（品位の保持） （品位の保持）

第13条 検査員は、検査に当たっては常に品位を保持し、 第13条 検査吏員は、検査に当たっては常に品位を保持し、

検査に対する信頼を高めるように努めなければならない。 検査に対する信頼を高めるように努めなければならない。

（検査講評） （検査講評）

第14条 検査員は、検査を終了したときは、知事が特に指 第14条 検査吏員は、検査を終了したときは、知事が特に

示する場合のほか、常例として、理事及び監事の参集を 指示する場合のほか、常例として、理事及び幹事の参集

求めて、検査によって明らかとなった事項について講評 を求めて、検査によって明らかとなった事項について講



を行わなければならない。 評を行わなければならない。

（検査後の措置） （検査後の措置）

第15条 検査員は、検査終了後速やかに次に掲げる書類を 第15条 検査吏員は、検査終了後速やかに次の書類をもっ

もって検査報告書を作成し、知事に提出しなければなら て検査報告書を作成し、知事に提出しなければならない。

ない。

(１)～(４) (１)～(４)

２及び３ 略 ２及び３ 略

（秘密の保持） （秘密の保持）

第17条 検査員及び補助員は、検査の執行に当たって知る 第17条 検査吏員及び補助員は、検査の執行に当たって知

ことのできた秘密を他に漏らしてはならない。 ることのできた秘密を他に漏らしてはならない。

別記様式（第８条関係） 別記様式（第８条関係）

（表） （表）

8.5㎝ 8.5㎝

森林組合検査員証 森林組合検査吏員証

第 号 第 号

職 氏 名 職 氏 名

年 月 日生 年 月 日生

6 上記の者は森林組合法第111条による検 写 ６ 上記の者は森林組合法第111条による検 写

㎝ 査員であることを証する。 真 ㎝ 査吏員であることを証する。 真

年 月 日 年 月 日

鳥取県知事 氏 名 印 鳥取県知事 氏 名 印

（裏） （裏）

根拠条文（抜すい） 根拠条文（抜すい）

森林組合法 略 森林組合法 略

森林組合検査規則 森林組合検査規則

（証票の携帯提示） （証票の携帯提示）

第８条 検査員は、検査を行うときは、その身分を示 第８条 検査吏員は、検査を行うときは、その身分を

す証票（別記様式）を携帯し、かつ、関係人の請求 示す証票（別記様式）を携帯し、かつ、関係人の請

があったときは、これを提示しなければならない。 求があったときは、これを提示しなければならない。

（水産業協同組合検査規則の一部改正）

第12条 水産業協同組合検査規則（昭和27年鳥取県規則第77号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を

加える。



改 正 後 改 正 前

（趣旨） （趣旨）

第１条 水産業協同組合法（昭和23年法律第242号）第123 第１条 水産業協同組合法（昭和23年法律第242号）第123

条の規定により、水産業協同組合（以下「組合」という。） 条の規定により、水産業協同組合（以下「組合」という。）

に対して知事（鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取 に対して知事が行う検査（以下「検査」という。）は、法

県規則第32号）第６条第１項の規定により知事の権限に 令に定めのあるもののほか、この規則の定めるところに

属する事務が委任されている場合にあっては、当該委任 よる。

を受けた鳥取県行政組織条例（平成６年鳥取県条例第５

号）第13条第２項に規定する総務部長又は鳥取県行政組

織規則（昭和39年鳥取県規則第13号）第６条の規定によ

り設置された総務課の長。以下同じ。）が行う検査（以下

「検査」という。）は、法令に定めのあるもののほか、こ

の規則の定めるところによる。

（検査の実施） （検査の実施）

第２条の２ 検査は、知事が指名した職員（以下「検査員」 第２条の２ 検査は、知事が指名した事務吏員又は技術吏

という。）が行うものとする。ただし、検査員でない者を 員（以下「検査吏員」という。）が行うものとする。ただ

検査員の補助員としてその検査に従事させることができ し、検査吏員でない者を検査吏員の補助員としてその検

る。 査に従事させることがある。

（証票の携帯提示） （証票の携帯提示）

第４条の４ 検査員は、検査を行うときは、その身分を示 第４条の４ 検査吏員は、検査を行うときは、その身分を

す証票（別記様式）を携帯し、かつ、関係人の請求があ 示す証票（別記様式）を携帯し、かつ、関係人の請求が

ったときは、これを提示しなければならない。 あったときは、これを提示しなければならない。

（組合員等との照査） （組合員等との照査）

第７条 検査員は、検査に当たって、特に必要があると認 第７条 検査吏員は、検査に当たって、特に必要があると

める場合において、組合員、会員その他の取引先、退職 認める場合において、組合員若しくは会員若しくはその

した役員若しくは使用人又はその他の関係者に対し、任 他の取引先、退職した役員若しくは使用人又はその他の

意の説明、答弁又は関係資料の提出を求めることができ 関係者に対し、任意の説明、答弁又は関係資料の提出を

る。 求めることができる。

（検査の着手見合せ等） （検査の着手見合せ及び中止）

第８条 検査員は、次の各号のいずれかに該当する場合に 第８条 検査吏員は、次の各号の一に該当する場合におい

おいては、検査の着手を見合せ、又はこれを中止するこ ては、検査の着手を見合せ、又はこれを中止することが

とができる。この場合において、検査員は、直ちに知事 できる。この時は直ちに知事に報告して、その指揮を受

にその旨を報告して、その指揮を受けなければならない。 けなければならない。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

（品位の保持） （品位の保持）

第８条の２ 検査員は、検査に当たっては常に品位を保持 第８条の２ 検査吏員は、検査に当たっては常に品位を保

し、検査に対する信頼を高めるように努めなければなら 持し、検査に対する信頼を高めるように努めなければな

ない。 らない。



（検査講評） （検査講評）

第８条の３ 検査員は、検査を終了したときは、知事が特 第８条の３ 検査吏員は、検査を終了したときは、知事が

に指示する場合のほか、常例として、理事又は清算人及 特に指示する場合のほか、常例として、理事（又は清算

び監事の参集を求めて、検査によって明らかとなった事 人）及び監事の参集を求めて、検査によって明らかとな

項について講評を行わなければならない。 った事項について講評を行わなければならない。

（検査終了後の措置） （検査終了後の措置）

第９条 検査員は、検査終了後速やかに次に掲げる書類を 第９条 検査吏員は、検査終了後速やかに次の書類をもっ

もって検査報告書を作成し、知事に提出しなければなら て検査報告書を作成し、知事に提出しなければならな

ない。 い。

(１)～(４) (１)～(４)

２及び３ 略 ２及び３ 略

（秘密の保持） （秘密の保持）

第11条 検査員及び補助員は、検査の執行に当たり知るこ 第11条 検査吏員及び補助員は、検査の執行に当たり知る

とができた秘密を他に漏らし、又は自らこれを利用して ことができた秘密を他に漏らしたり又は自らこれを利用

はならない。 してはならない。

別記様式（第４条の４関係） 別記様式（第４条の４関係）

8.5㎝ 8.5㎝

水産業協同組合検査員証 水産業協同組合検査吏員証

第 号 第 号

写真ち 職 氏 名 写真ち 職 氏 名

ょう付 年 月 日生 ょう付 年 月 日生

5 5

. 上記の者は水産業協同組合法第123条による検査員 . 上記の者は水産業協同組合法第123条による検査吏

5 であることを証明する。 5 員であることを証明する。

㎝ 年 月 日 ㎝ 年 月 日

鳥取県知事 氏 名 印 鳥取県知事 氏 名 印

（主要農作物種子法施行細則の一部改正）

第13条 主要農作物種子法施行細則（昭和27年鳥取県規則第87号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（審査の請求） （審査の請求）

第３条 法第４条の規定による審査を受けようとする者は、 第３条 法第４条の規定による審査を受けようとする者は、

次の表の左欄に掲げる区分に従い、それぞれ同表の右欄 次の表の左欄に掲げる区分に従い、それぞれ同表の右欄

に掲げる期日までに、口頭又は文書により種子審査員（法 に掲げる期日までに、口頭又は文書により種子審査員（法

第４条（法第７条第３項において準用する場合を含む。 第４条（法第７条第３項において準用する場合を含む。



以下同じ。）第４項に規定する職員をいう。）に請求しな 以下同じ。）第４項に規定する技術吏員をいう。）に請求

ければならない。 しなければならない。

略 略

様式第３号（第５条関係） 様式第３号（第５条関係）

（表面） （表面）

略 略

（裏面） （裏面）

主要農作物種子法(抜粋) 主要農作物種子法(抜粋)

（審査） （審査）

第４条 略 第４条 略

２及び３ 略 ２及び３ 略

４ 都道府県は、指定種子生産者から前項の請求があっ ４ 都道府県は、指定種子生産者から前項の請求があ

たときは、当該職員に、審査をさせなければならない。 ったときは、当該技術吏員に、審査をさせなければ

ならない。

５及び６ 略 ５及び６ 略

７ 第４項の規定により、審査を行う当該職員は、その ７ 第４項の規定により、審査を行う当該技術吏員は、

身分を示す証票を携帯し、関係者の要求があったとき その身分を示す証票を携帯し、関係者の要求があっ

は、これを呈示しなければならない。 たときは、これを呈示しなければならない。

（原種及び原原種の生産） （原種及び原原種の生産）

第７条 略 第７条 略

（国有財産使用及産物採取規則の一部改正）

第14条 国有財産使用及産物採取規則（大正15年鳥取県令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

第21条 許可書ハ採取ニ従事スル者之ヲ携帯シ当該職員又 第21条 許可書ハ採取ニ従事スル者之ヲ携帯シ当該官吏吏

ハ警察官ノ要求アリタルトキハ之ヲ提出スヘシ 員又ハ警察官吏ノ要求アリタルトキハ之ヲ提出スヘシ

（鳥取県河川工事負担金等徴収吏員規則の一部改正）

第15条 鳥取県河川工事負担金等徴収吏員規則（平成14年鳥取県規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削

る。

改 正 後 改 正 前

鳥取県河川工事負担金等徴収職員規則 鳥取県河川工事負担金等徴収吏員規則



（趣旨） （趣旨）

第１条 この規則は、河川法（昭和39年法律第167号）第74 第１条 この規則は、河川法（昭和39年法律第167号）第74

条第３項に規定する負担金等及び延滞金に係る同項の規 条第３項に規定する負担金等及び延滞金に係る同項の規

定による滞納処分（以下「滞納処分」という。）を行う県 定による滞納処分（以下「滞納処分」という。）を行う県

の職員（以下「徴収職員」という。）について必要な事項 の吏員（以下「徴収吏員」という。）について必要な事項

を定めるものとする。 を定めるものとする。

（徴収職員） （徴収吏員）

第２条 次に掲げる県の職員（臨時的任用職員及び非常勤 第２条 次に掲げる県の吏員（臨時的任用職員及び非常勤

職員を除く。）は、徴収職員を命じられたものとする。 職員を除く。）は、徴収吏員を命じられたものとする。

(１) 県土整備部河川課に勤務する職員 (１) 県土整備部河川課に勤務する吏員

(２) 各総合事務所の県土整備局の建設総務課又は維持 (２) 各総合事務所の県土整備局の建設総務課又は維持

管理課に勤務する職員 管理課に勤務する吏員

(職務) （職務）

第３条 徴収職員は、次に掲げる職務を行うものとする。 第３条 徴収吏員は、次に掲げる職務を行うものとする。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

（証票） （証票）

第４条 徴収職員は、前条第２号から第４号までに掲げる 第４条 徴収吏員は、前条第２号から第４号までに掲げる

職務を行う場合には、その身分を証明する証票（別記様 職務を行う場合には、その身分を証明する証票（別記様

式）を携帯しなければならない。 式）を携帯しなければならない。

別記様式（第４条関係） 別記様式（第４条関係）

鳥取県河川工事負担金等徴収職員証 鳥取県河川工事負担金等徴収吏員証

第 号 第 号

鳥取県職員 鳥取県○○吏員

写 真 氏 名 写 真 氏 名

年 月 日交付 年 月 日交付

鳥 取 県 印 鳥 取 県 印

備考 「〇〇」には、「事務」及び「技術」の別を記載す

ること。

附 則

この規則は、平成19年４月１日から施行する。


